
港湾における防災・減災施策の変遷

阪神・淡路大震災

東日本大震災

平成２８年熊本地震

平成７年１月１７日

平成２３年３月１１日

平成２８年４月１４、１６日

直下型（港湾直下）

プレート境界型

直下型（内陸部）

①被災により大
半の岸壁が使用
不能

大量のガレキの
発生

⑫自衛隊等の支
援船と貨物船利
用の輻湊による
過度の港湾の混
雑

被災状況等 防災・減災施策

平成30年台風第21号
平成３０年９月４日（上陸）

高潮被害

コンテナの流出や
電源設備の浸水

「港湾の堤外地等における高潮リスク低減方策ガイドライン」
改訂（H31.3）
→ ⑯、⑰フェーズ別高潮・暴風対応計画の策定、高潮対策
によるBCPの拡充,具体的なコンテナの固縛、電源対策
の提示

首都直下地震応急対策活動要綱
（中央防災会議決定 平成１８年４月）

南海トラフ地震に係る地震防災対策
の推進に関する特別措置法
（平成１５年７月２５日施行）

課題

災害発生後の物流
機能の維持

ガレキの処分

津波からの人命・
財産の防護

⑬政府関係機関と
の緊密な調整による
円滑な支援

台風通過後の物流
機能の維持

実施状況等

② L2対応の耐震強化岸壁の整備を推進
（88港／110港）

ほぼ全ての港湾において、フェーズ別高潮・暴
風対応計画を策定済

粘り強い構造の防波堤の整備を推進

⑮平成30年７月豪雨の際に、管理者の要請に
基づき、呉港において岸壁の利用調整や漂流
物の回収等を国が実施

※日本海溝・千島海溝沿いの海溝型地震について：平成16年に「日本海溝・千島海溝周辺海溝型地震に係る地震防災対策の推進に関する特別措置
法」が制定されており、 現在は、内閣府日本海溝・千島海溝沿いの巨大地震モデル検討会において津波・地震動の推計等の検討が行われている。

水門等の自動化・遠隔操作化やハザードマップ
の作成を支援

⑧緊急物資・エネ
ルギー及び人員の
輸送ルートの確保

港湾における大規模地震対策施設整備の基本方針（H8）

幹線貨物輸送対応ターミナルの構造、港湾計画における取
扱等について（通達）

港湾BCP策定ガイドライン（H27）

水門・陸閘の操
作員の被災

緊急物資輸送用及び幹線貨物輸送用の耐震強
化岸壁の整備を推進

⑪重要港湾以上の全ての港湾において、BCP
の策定が完了。さらに、製油所のBCPについて
もほぼ全て策定済。

港湾の施設の技術上の基準の細目を定める告示改正（H11）
→地震動のL1・L2概念の導入

港湾法改正（H20）
→非常災害時の国による基幹的広域防災拠点等の管理

港湾の施設の技術上の基準を定める省令改正（H25）
→津波のL1・L2概念の導入
→⑥防波堤の粘り強い化

海岸法改正（H26）
→水門・陸閘等の操作規則の策定義務付け

港湾海岸の水門・陸閘等の操作規則について、
ほぼ全て策定済

港湾法改正（H25）
→港湾広域防災協議会の設立
→緊急確保航路の指定

⑭港湾法改正（H29）
→非常災害時の国の管理

津波危機管理対策緊急事業を創設（H17・４）
※ H18年に津波・高潮危機管理対策緊急事業に拡充

法令改正 事業制度・税制度 通達・ガイドライン凡例

⑨3大湾において港湾広域防災協議会を設立済

④基幹的防災拠点を整備（川崎港東扇島地区
（H20）、堺泉北港堺2区（H24））
24時間体制の職員の常駐、関係機関と訓練実施

⑩3大湾及び瀬戸内海に緊急確保航路を指定

⑱、⑲３カ年緊急対策により実施中

⑤第一線防波堤
の倒壊

緊急物資・燃料
等の不足

⑦コンテナ漂流等
による航路・道路の
閉塞

津波対策に資する港湾施設等に係る課税標準の特例措置（固定
資産税）の創設（H24）

民有護岸等の耐震改修に係る課税標準の特例措置の創設
（H26法人税、無利子貸付、H27固定資産税）

③早急な神戸港の港湾計画の変更による
ガレキ処分用の埋立用地の確保

SIPによる水門・陸閘等の遠隔感知システム開発

令和元年台風第15号
令和元年９月９日（上陸）

高潮・高波・暴風被害

護岸の崩壊によ
る背後地の浸水

高波対策による背
後地の防護

船舶衝突による
臨港道路閉鎖

台風時の走錨対策に
よる物流機能の維持

これまでの防災・減災施策を検証し、近年、頻発している台風による高潮・高波・暴風による災害や気候変動
に伴う災害の激甚化に対して、基幹的物流ネットワークの維持も含めた総合的な防災・減災対策を検討

令和元年11月19日
交通政策審議会

港湾分科会防災部会

資料２

平成３０年７月豪雨

平成３０年７月

前線に伴う大雨

大規模災害からの復興に関する法律制定（H25）
→災害復旧事業に係る工事の国等による代行



国土強靱化に向けた港湾における防災・減災対策

○安全性、確実性確保のための操作規則の策定。
○統廃合・常時閉鎖と自動化・遠隔操作化を促進。
○新技術の適用促進に向けた取組等の実施。
○ﾗｲﾌｻｲｸﾙｺｽﾄ低減、防護機能確保等のための長
寿命化計画の策定（維持管理ﾏﾆｭｱﾙを改定）

水門・陸閘等を安全かつ確実な運用体制の構築

港
湾
・
背
後
地
を
守
る

東日本大震災・熊本地震の教訓を踏まえるとともに、切迫する大規模災害や台風に備えるため、「港湾及びその背後地を守る」、
「災害時も海上輸送ネットワークを維持する」という観点から、ハード、ソフト両面の施策を推進する。

遠隔操作基地

釜石港の湾口防波堤被災状況

粘り強い防
波堤の導入

防護ライン
（防潮堤）

堤内地
（防護ラインの陸側）

港湾の立地条件（清水港の例）

○東日本大震災では多くの防波堤や防潮堤が被災。水門・陸閘等
の操作に従事していた方が多数犠牲に。

○港湾の堤外地には多くの物流機能等が立地し、発生頻度の高い
津波や高潮等であっても浸水するなど災害に対して脆弱。

堤外地
（防護ラインの海側）

浸水しやすい堤
外地は、物流機
能等の拠点であ
り、就労者など
様々な人が活動
している。

遠隔操作化の事例（宮城県）

○基幹的広域防災拠点を整備（川崎港東扇島
地区、堺泉北港堺２区）。
○大規模地震直後に各地域への緊急物資輸送
を可能にするため、耐震強化岸壁を整備。

○緊急物資輸送訓練等を関係機関と協働で実
施。

耐震強化岸壁

緑地等のオープンスペース

耐震強化岸壁を核とする
港湾の防災拠点の形成

港湾ＢＣＰ等による災害対応力の強化

海
上
輸
送
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
を
維
持
す
る

○東日本大震災では、岸壁の被災、
漂流物等の船舶の航行阻害により、
緊急物資や燃料の輸送等に支障。

○今後、切迫する南海トラフ巨大地
震や津波、巨大化する台風による
高潮等に備え、災害に強い物流
ネットワークの構築が必要。

航路啓開の状況（仙台塩釜港）

民有護岸等の耐震改修の促進

港湾における高潮対策

○港湾の堤外地には物流・産業機能が集中している
ことから、これらを高潮による被害から守るため、
港湾管理者や港湾で活動する企業等の関係者が
連携した高潮対策に取り組む。

○非常災害時において、緊急物資や燃
料等の輸送・供給を確保するため、無
利子貸付や税制特例といった支援制度
により耐震強化岸壁や石油製品入出
荷桟橋等に至る航路沿いの民有護岸
等の改良を促進。（特に、緊急確保航
路に接続する港湾において重点的に促
進するため、平成30年度より支援制度
を拡充）

○災害発生時に港湾の重要機能を最低限維持するため、港湾の事業継続計画（港
湾ＢＣＰ）を策定。
○非常災害が発生した場合に、船舶の交通を緊急に確保するため、三大湾及び瀬
戸内海において緊急確保航路を指定するとともに航路啓開計画を検討。

○熊本地震の教訓を踏まえ、非常災害時において、港湾管理者からの要請があり、か
つ、地域の実情等を勘案して必要があると認めるときは、国が港湾施設の利用調整
等の管理業務を行うことができることとする制度を平成29年7月に創設。

浮上式フラップゲートの事例
（徳島県撫養港）

自動化

○大規模津波に対しても倒壊しにくい、

「粘り強い構造」の防波堤及び防潮堤
を導入。

防波堤、防潮堤における「粘り強い構造」の導入

○避難計画の策定を推進。津波等からの避難施
設等の整備を交付金等により支援。
○民間企業の津波防災対策（防潮堤の嵩上げ等）
を、固定資産税の特例措置により支援。

港湾の特殊性を考慮した津波防災対策


